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（Soskice 1990） 。 






立てると見てきた（Kapstein 1996; Katz and Darbishire 1999; Mrtin and Ross 1999） 。
しかしながら、新自由主義の方向への収斂を予想する見方に対して、それに反
する観察もなされてきた （Berger and Dore 1996; Ferner and Hyman 1998; Boyer and 








1。 この違いは、 金融システム、 労使交渉制度、 技能訓練制度、
さらには福祉政策等の諸制度に一貫した違いを生み出し、それがさらに経営者
間のコーディネーションの程度を規定する。その結果、２種類の政治経済体制
全体の差異が定着していくと主張されることになる(cf. Ebbinghaus and Manow 




ルランド、カナダ、オーストラリアなどのアングロサクソン諸国があげられるのが通例である。    3
2001)。このような制度配置の違いは、二つの政治経済体制の下で効率的に生産
されうる財の違いをも生み出すことが指摘されている(Hall and Soskice 2001: 
36-44)。 
  資本主義の多様性論は、自由市場経済と調整型市場経済との間の差異の継続
さらには強化を予測し、収斂論と対立することになる(see also Iversen, Pontusson, 





















   


















































  （３）スウェーデン 
  調整型市場経済の中でも、スウェーデンは労使関係が高度に集権化されてい
たことにその特徴があった。１９５６年から８３年まで、ほぼ全ての産業の賃
金決定は全国レベルの頂上団体である組合組織 LO と経営者組織 SAF の間の交
渉によっていた(Martin 1991: 1)。この賃金決定システムは、１９８０年代に一度
機能停止をし、１９９０年代には SAF が自らの交渉セクションを廃止し LO の













                                                 




















1991: 35; Pontusson and Swenson 1996a: 232-33)。 第２に、 連帯主義的賃金決定は、
セクター間の賃金格差の平準化を目指し、同一産業内における熟練労働者と未
熟練労働者の賃金格差については問題にしていなかった。しかし、１９６０年






                                                                                                                                               
の下で、産業間の高度なコーディネーションが行われていた。しかし、ホワイトカラー労働者は
TCO や SACO などの別の労働組合に組織され、賃金交渉においては LO とは別にカルテル組織
としての PTK を結成して、経営者団体である SAF と交渉していた。すなわち、輸出・非輸出セ
クターを包含する形で産業間コーディネーションは存在していたが、 ホワイトカラー労働組合と
ブルーカラー組合のコーディネーションは十分ではなかった。 
   7
生み出すこととなった(Elvander 1997: 13; Martin 1991: 35)。 
  賃金決定パターンのこのような変化からマイナスの影響をもっとも被った機

























(Pontusson and Swenson 1996a, 234)として批判してきた
4。さらに、熟練・非熟練
労働者間の賃金平準化を規定する職務間賃金平準化条項も、金属労組にとって





4  この両者の対立は LO１９８６年大会で金属労組(Metall)代表と自治体労組(Kommunal)代表の





















2001 for a more extended version; also Elvander 1997, 49-50; Kjellberg)。金属産業経








金属労組と輸出セクターの LO 加盟労組はホワイトカラー労組 SIF と共同して、
彼らの交渉相手の経営者に賃金の決定と調停の手続きにつき合同交渉に入るよ
う正式に呼びかけた(Dagens Nyheter, 1 June 1996, A4; see also Elvander n.d., 15)。 こ  9
の働きかけは、１年を経ずして、 「建設的な交渉」と争議行為を避けることを規
定した「産業発展と賃金決定に関する合意」へと結実した(18 March 1997, 
appendix A, paragraph 1)。この合意は経営者間でのコーディネーションと労使協




























                                                 
5  これ以前は、 労使がそれぞれ自らと関係のある経済学者に報告書の作成を依頼していたが、 ECI
では、これが労使共同の作業となった。 
6  実際、VI が「合意」にサインをしたのは関係者の中で最後であった。VI 傘下の有力企業のい






























とを急いだのである(interview with representative of Kommunal, 2000, Stockholm, 
also SE0105195F and SE0203105F)。最終的に創設された政府による調停機構は、
産業ごとの自発的当事者合意に取って代わらない、むしろそれを促進するよう  11
なものとなった。従って、政府の調停機構がカバーしている産業は、運輸およ
















産業組合と協力すること以上に関心を示したのである(interview with Nils 














8  ２０００年に、LO の団体交渉部の長であった Hans Karlsson が、LO の第２議長の職をかねる
という提案を自ら行ったとき、 金属労組委員長の Göran Johnsson は、 その提案に激しく反対した。
この提案が、賃金交渉を LO の下で再度集権化する目的を持つものと見たからである。結局、
Karlsson は、金属労組による突き上げを受けて、第２議長にならなかっただけではなく、団体交
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9  Lutz Bellmann, Susanne Kohaut, Claus Schnabel, “Ausmaß und Entwicklung der übertariflichen 
Entlohnung,” IW-Trends, 2/1998, Jg. 25. 
10  多くの先進産業諸国と異なり、ドイツにおいて賃金の不平等性が低下しているのはこのよう



























                                                 
11  Offenbach Post, 10 December 1996 は、組合リーダーが「金属産業経営者連盟は混乱に陥ってい
る。これは災厄だ」と語ったことを報じている。  金属労組委員長の Klaus Zwickel は、１９９５
年賃金闘争での勝利の後、それを誇るのではなく、公然と経営者側の組織問題に懸念を表明し、
「団体交渉システムを守るためには強い交渉相手が必要である」と協調した。Frankfurter 


























































































































のである。 これは、 労使の妥協の産物ではあったが （久米、 １９９８） 、 その後、
このような年功給、あるいはより正確には、右上がりの賃金上昇カーブを取る
賃金システムが、労働者の技能形成を動機付けるものとして評価されるにいた







































                                                 

























いう（日経産業新聞、1999 年 8 月 6 日） 。この奥田発言は、雇用の流動化を伴う
本格的な企業リストラの動きに、水を差し、雇用調整の流れを押しとどめたと







９８年１月５日） 。 しかし、 ４４％の新入社員が前払い制を選択したのである （朝
























果も反映させることとした（日経新聞 2000 年 2 月 5 日） 。また、２００１年に
は、個々人の成果とは独立に、従業員の潜在能力や努力をも評価対象とするこ
とにした。富士通ショックといわれる賃金システムの見直しである（朝日新聞






































                                                 
14  新日本製鐵の、電子情報部門における工夫等については、日経新聞 2000 年 2 月 5 日。   24
終身雇用制を堅持するトヨタに対して、それが将来の業績低下の原因になると
してムーディズが、トヨタの社債の格付けを Aaa から Aa1 に引き下げた際、ト





























                                                 
15その後、２００３年８月に、ムーディーズは、トヨタの圧倒的な好業績を目の当たりにして、
社債格付けを Aaa へと戻している。 その際には、 終身雇用制へのコミットメントに対する見解は
表明されることはなかった（日経新聞 2003 年 8 月 1 日） 。   25
や高橋伸夫など、日本型雇用システムの変わらぬ強さを主張し、雇用システム






























                                                 
16トヨタの従業員一人あたり売上高が、マツダの２倍であることはこの事情を雄弁に語っている
































                                                 
17  この問題については、Azariadis1975、中馬 1994、より一般的には
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